
日本高血圧学会減塩・栄養委員会
製鉄記念八幡病院

土橋 卓也

第2回 厚生労働省
「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」
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日本における食塩摂取量の現状と減塩推進への課題
～日本高血圧学会の取り組みを中心に～
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第２回「自然に健康になれる持続可能な
食環境づくりの推進に向けた検討会」
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日本人の食塩摂取量の推移

厚生労働省：令和元年国民健康・栄養調査の概要：p23 より作図
（https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000687163.pdf）

「日本人の食事摂取基準（2020年版）策定検討会」の報告書
高血圧治療ガイドライン2019
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厚労省推奨 男性 7.5g/日 未満

厚労省推奨 女性 6.5g/日 未満
高血圧学会推奨 6.0g/日 未満

WHO 5.0g/日 未満
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日本人の食事摂取基準（2020年版）では、国内外のガイドラインを検討し、
高血圧および慢性腎臓病の重症化予防を目的とした量を6.0g/日未満とした
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男性（2759回）平均： 10.0±4.0g/日
女性（3378回）平均： 8.2±3.2g/日
全体（6137回）平均： 9.0±3.7g/日

6g/日未満
男性：13.2%
女性：25.7%
全体：20.1％

高血圧外来患者における24時間尿中食塩排泄量

高血圧患者1671名（平均年齢57.6歳）が平均3.7回の24時間蓄尿を施行

尿中食塩排泄量

鬼木秀幸、土橋卓也 他：血圧 20:626-629, 2013.
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減塩指導の反復による尿中食塩排泄量の低下
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Ohta Y, Tsuchihashi T, et al. Clin Exp Hypertens 32: 234-238, 2010

高血圧患者103名に対し、平均8.6年の観察期間に平均11.4回24時間蓄尿を実施
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日本高血圧学会減塩・栄養委員会の活動

沿革
2005年：減塩ワーキンググループとして発足
2010年：減塩部会に改組
2011年：減塩委員会に改組
2020年：減塩・栄養委員会に改組
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加工食品の食塩相当表示に関する関連省庁への働きかけ

日本高血圧学会減塩委員会では、従来から義務化されていなかっ
た食塩表示について、表示の義務化と「ナトリウム量」の表示を
「食塩相当量」の表示に変更するよう、55の関連する学会や職能団

体の賛同を得て関係省庁（消費者庁，内閣府，厚生労働省）に要
望書を提出していました（2011年7月15日）。
この結果、2020年4月から、「ナトリウム」は「食塩相当量」で表示さ

れることになりました。私たちの取り組みが実を結び、国民レベル
での減塩推進に向けて一歩前進しました。

ナトリウム(Na) 2.5ｇ
X

2.54
↓

食塩 (NaCl) 6.4ｇ

日本高血圧学会HPより引用

「ナトリウムは食塩ではない」
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日本高血圧学会減塩推進東京宣言
- JSH減塩東京宣言 -
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企業に対し、
減塩食品の開発、
普及を働きかけます

日本高血圧学会減塩推進東京宣言
- JSH減塩東京宣言 -

行政に対し、
減塩推進に向けた

取り組みを働きかけます

食塩の過剰摂取による弊害と
減塩の必要性について
啓発に努めます

個人や集団における
食塩摂取量の評価を推奨し､
減塩手法の提示を支援します

外食・中食・給食の
減塩化を支援します

こどもの食育の一環としての
減塩（塩育）の推進に努めます

2019年10月15日

6gを目指した
6つの戦略
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１．食塩の過剰摂取による弊害と
減塩の必要性について
啓発に努めます

日本高血圧学会による減塩推進の取り組み
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減塩サミット in 呉 2012 減塩サミット in Osaka 2013

減塩サミット in 広島 2014 減塩サミット2015 in福岡
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減塩委員会報告書
「減塩のすべて～理論から実践まで」 HPを通じた啓発活動
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日本高血圧学会による減塩推進の取り組み

２．個人や集団における
食塩摂取量の評価を推奨し､
減塩手法の提示を支援します
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9.4±3.8  g/day
(0.16±0.06 g/kg/day)

10.6±4.0   g/day
(0.17±0.07 g/kg/day)

Ohta Y, Tsuchihashi T et al. Hypertens Res 27:243, 2004

減塩の意識の有無と実際の尿中食塩排泄量の関係

高血圧専門外来の初診患者360名（平均年齢58歳）を対象として
24時間蓄尿を行うと同時に減塩に関する意識の有無について調査を行った
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食塩摂取量の評価法

評価法 信頼性 簡便性

食事内容の評価
陰膳法 ◎ ×

食事記録法（秤量法、非秤量法） ◎* ×

24時間思い出し法 ◎* △

食物摂取頻度調査、食事歴法 ○ ○
塩分計による評価 × ◎

尿Na排泄量の測定による評価
２４時間蓄尿 ◎ ×
夜間尿 ○ △
起床後第２尿 ○ △

随時尿 △（○**） ○

試験紙や塩分計による評価 ×（△***） ◎

◎：優れる、○：やや優れる、△：やや劣る、×：劣る
*  ：調査手法の標準化と適切な精度管理が確保できた場合
** ：１日Cr排泄量を推定する計算式を用いる場合
***：計算式を内蔵した塩分計を用いる場合

土橋卓也 他：日本高血圧学会減塩委員会報告書（2012）

入口調査

出口調査

＞
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塩分チエックシート（塩分摂取習慣13項目）

Ⅰ高塩分食品の摂取頻度 7項目
①味噌汁、スープなど
②つけ物、梅干しなど
③ちくわ、かまぼこなどの練り製品
④あじの開き、みりん干し、塩鮭など
⑤ハムやソーセージ
⑥うどん、ラーメンなどの麺類
⑦せんべい、ポテトチップスなど

Ⅱ食行動 4項目
①しょうゆやソース
②うどん、ラーメンなどの汁
③昼食で外食やコンビニ弁当
④夕食で外食やお惣菜

Ⅲ食意識 2項目
①家庭の味付けは外食と比べて
②食事の量は多いと思いますか？

３－４択で回答
不良ほど高得点 合計スコア

35点満点土橋卓也、増田香織 他：血圧20：1239-1243, 2013
Yasutake K, Tsuchihashi T, et al. Hypertens Res  39: 879-885, 2016 15



塩分チェックシートの利用状況

「塩分チェックシート」
使用申請まとめ

(2017年８月～2020年12月末)

申請総数 525件

内訳(件)

行政機関（各協会含む） 193

医療機関 127

企業 43

教育機関 28

薬局 22

介護施設 2

自治会・老人クラブ等 5

マスコミ 2

個人 103

計 525

北海道 29

青森県 9

岩手県 1

宮城県 9

秋田県 5

山形県 2

福島県 8

茨城県 7

栃木県 11

群馬県 7

埼玉県 21

千葉県 14

東京都 61

神奈川県 27

新潟県 11

富山県 4

石川県 7

福井県 4

山梨県 3

長野県 13

岐阜県 15

静岡県 3

愛知県 24

三重県 9

滋賀県 6

京都府 19

大阪府 21

兵庫県 12

奈良県 4

和歌山県 4

鳥取県 2

島根県 11

岡山県 10

広島県 11

山口県 4

徳島県 2

香川県 2

愛媛県 3

高知県 3

福岡県 65

佐賀県 8

長崎県 11

熊本県 8

大分県 5

宮崎県 5

鹿児島県 4

沖縄県 1

525

年別(件）
2017年
(8～12月) 14

2018年 211

2019年 177

2020年 123

計 525

都道府県別（件）
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日本高血圧学会による減塩推進の取り組み

３．こどもの食育の一環としての
減塩（塩育）の推進に努めます

小学生向け啓発パンフレット 17



3歳児の推定尿中Na排泄量（mEq/300mg・Cr）
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平均 75±47 mEq/日
(食塩相当 4.4 g/日) 3 g/日未満 ： 45%     

3-6 g/日 ： 31%
6-10 g/日 ： 20%
10 g/日以上 ： 4%

食塩相当 3 g 6 g 10 g

N=1424

Morinaga Y, Tsuchihashi T et al. Hypertens Res 34:836-839, 2011.

日本人の食塩摂取基準（2020年版）
3～5歳児の食塩摂取目標量：3.5g未満
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ナトリウム排泄量

3歳児の推定尿中ナトリウム、カリウム排泄量
ー間食と果物の摂取頻度による分析ー
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Morinaga Y, Tsuchihashi T et al. Hypertens Res 34:836-839, 2011.
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Morinaga Y, Tsuchihashi T et al. Hypertens Res 34:836-839, 2011.
尿中Na濃度(mmol/l)

尿中K濃度（mmol/l)

r = 0.17 ( p<0.01, N=1424 )

200 300 4001000

100

200

300

3歳児（1424名）における尿中Na濃度とK濃度の関係

Na（食塩）は少ない方が望ましい

カ
リ
ウ
ム
は
多
い
方
が
望
ま
し
い
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高血圧患者（6112名）における食塩摂取量とNa/K比の関係
Na/K 比

(mol/mol)

24時間尿中食塩排泄量 (g/日)

r =  0.577(p<0.001)
N=6112
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土橋卓也 他：第9回臨床高血圧フォーラム（2021）

減塩は出来て
いるがK摂取量
が少ない

食塩摂取量が多いがK摂取量も多い

（参考資料）
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2017年10月、松山 2018年5月、京都

2018年9月、旭川

キッズクッキングショー（日本高血圧学会）

2019年5月、久留米 22



日本高血圧学会による減塩推進の取り組み

４．外食・中食・給食の
減塩化を支援します
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新しい健康食認証制度「スマートミール」

「健康な食事・食環境」コンソーシアム

2.5g未満 3.0g未満
オプション

「健康な食事・食環境」コンソーシアム参加団体
（2020年8月現在）

特定非営利活動法人 日本栄養改善学会
日本給食経営管理学会
特定非営利活動法人 日本高血圧学会
一般社団法人 日本糖尿病学会
一般社団法人 日本肥満学会
一般社団法人 日本公衆衛生学会
特定非営利活動法人 健康経営研究会
一般社団法人 日本健康教育学会
一般社団法人 日本腎臓学会
一般社団法人 日本動脈硬化学会
公益社団法人 日本補綴歯科学会
公益社団法人 日本産業衛生学会
一般社団法人日本がん予防学会

24
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日本高血圧学会による減塩推進の取り組み

５．企業に対し、減塩食品の
開発、普及を働きかけます
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日本高血圧学会 減塩・栄養委員会の活動（JSH減塩食品の認定）

（掲載基準の詳細については、HPを参照下さい）
申請食品に対する官能試験 （年2回）
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JSH減塩食品リスト掲載品一覧（2020年10月現在／３０社１３３品）
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JSH減塩食品アワード

第3回JSH減塩食品アワード受賞式
（2017.5.岡山）

第4回JSH減塩食品アワード受賞式
（2018.5.京都）

POPで紹介

29
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日本高血圧学会による減塩推進の取り組み

６．行政に対し、減塩推進に向けた
取り組みを働きかけます
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日本高血圧学会は、2019年7月29日に都内で記者会見を行い、自治体主導の生活

習慣介入などにより、降圧目標未達成者や血圧未測定者ゼロなどを目指す「高血圧
ゼロのまち」のモデルタウンを公募すると発表した。
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高血圧ゼロのまち モデルタウン応募自治体

増毛町

東神楽町

ひたちなか市

呉市
北九州市

宇美町

枕崎市

穴水町

高野町

錦江町

垂水市
姶良市

2020年10月現在
西之表市中種子町

主要評価項目の例：
Ⅱ度以上高血圧の頻度
前期高齢者の要介護認定
脳卒中、虚血性心臓病発症、人工透析導入
心血管病による入院費
食塩摂取量の変化
特定健診受診率
高血圧者の認知度、治療率
血圧値の改善
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特定非営利活動法人日本高血圧学会
運営委員会（理事等）

介入手法開発（2020年度）

個別保健指導
尿Na, K排泄、Na/K比のフィードバック
食習慣の目標設定、セルフモニタリング（アプリ開発）
繰り返し測定（ナトカリ計、郵送等）による追加指導

食環境整備
減塩・増カリウムの普及啓発手法（メディア、地域人材活用）
食品へのアクセス改善手法（小売り店、中食、外食、社員食堂、
地元企業の商品開発、等）

実証フィールド（介入群および対照群）（2020-2022年度）
市町村国保（「高血圧ゼロのまち」参加市町村、等）

職域従業員集団

個人を割り付ける小規模RCT（職域）

各ワーキンググループ
（実証フィールド、介入手法開発、
データ整備、技術評価）

高血圧学会事務局

滋賀医科大学事務局

尿Na, K, Na/K比測定による
個別保健指導

食環境整備の実施

近隣市町村における対照群設定
（尿Na, K, Na/K比測定）

市町村内における対照群設定
（尿Na, K, Na/K比測定）

比較

尿Na, K, Na/K比測定による
個別保健指導

食環境整備の実施

事業所内における対照群設定
（尿Na, K, Na/K比測定）比較

データ整備・解析
（2021-2022年度）
市町村・企業から
特定健診等匿名化
データ提供（尿検査、
血圧、体重、等）

データ整備及び解析
医療経済分析

国民の食習慣改善、
血圧低下のための
政策立案への
エビデンス創出

観察データシミュレーション

尿Na, K, Na/K比測定の結果
通知または個別保健指導

事業所内における対照群設定
（尿Na, K, Na/K比結果通知無し）比較

厚生労働省「予防・健康づくりに関する大規模実証事業
(運動、栄養、女性の健康、がん検診)」
(イ)食行動の変容に向けた尿検査及び食環境整備に係る実証事業
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食環境整備の課題

- 減塩食品の価格設定及び陳列について -

○価格設定
店舗側で設定する販売価格は、通常商品よりも減塩商品のほうが高い場合がある
（⇒経済格差に伴う栄養格差への対策として、何か手を打てないか。）

【実際の例】 某メーカーの「だし」
・固形洋風だし 通常商品：259円、 減塩商品：299円
・顆粒和風だし 通常商品：355円、 減塩商品：379円

○陳列
・同じジャンルの調味料について、複数メーカーの商品が同じコーナーに陳列されてい
る場合、減塩食品は数が少なく、目につきにくいことが多い
（＝どれが減塩商品なのか分かりにくい。）
・減塩の意識がない人も含めた減塩対策としては、減塩を標ぼうしない商品も含めて、
全ての商品が減塩化されることが望ましい。
・減塩の意識がある人にとっては、様々な減塩商品がまとめて陳列されているほうが望
ましい。
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参考資料

World Action on Salt, Sugar and Health 
(WASSH)の活動
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Graham MacGregor CBE - Chairman and Professor of 
Cardiovascular Medicine

n 2005, World Action on Salt and Health (WASH) was set up following the success of Action on Salt in lowering salt 
intake in the UK. 
WASH aim to translate the success of the UK salt reduction strategy to countries worldwide, by providing resources 
and advice to our network of experts. WASH will continue to work closely with the World Health Organization, 
having already stimulated the WHO initiative to take a more coherent strategy towards salt reduction worldwide. 
There is no doubt that a leading group of worldwide experts will have enormous influence on the media and food 
industry, and we will support our network in the translation of evidence into action.
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